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核燃料サイクルに関する要請 

 

1985 年 4 月 9 日、青森県議会がいわゆる核燃料サイクル 3 点セット（ウラン濃縮施設、

使用済核燃料再処理施設、低レベル放射性廃棄物処分施設）の受け入れを決めてから、今年

で 40年が経過します。この間、東電福島第一原発事故の災害、高速増殖炉もんじゅの廃炉

など、国内の原子力を取り巻く状況は一変しました。 

核燃料サイクル施設の中核である六ヶ所再処理工場は 1993年の着工から 30年超が経過

し、竣工延期は 27回を重ねましたがいまだ竣工に至りません。その間、巨額の費用が注

ぎ込まれ、仮に稼働したとしても維持費もかかり、費用が積み上がることは確実です。3

月 3日の毎日新聞の報道では、核燃料サイクルのコストが、2006年以降で少なくとも 22

兆円超える見通しと報道されています。 

原子力発電にともなって発生する使用済核燃料を再処理することにより、回収されるウ

ランやプルトニウムが「準国産エネルギー資源」になり得るとして、政府が進めてきた

「核燃料サイクル政策」は、政策の整合性、合理性、経済性など、どの側面から見ても完

全に破綻しています。このまま政策を強行すれば失政のツケはさらに大きく膨らみ、現世

代だけでなく将来世代にも長く影響を与えることになります。 

私たちは、4 月 12 日、都内で「核燃料サイクルを考えるシンポジウム」を開催し、あら

ためて核燃料サイクル政策の破綻の現実を確認しました。 

その中で、以下の要請を行います。経産省の考えをお聞かせください。 

 

1. 核燃料サイクル政策の根本的転換をはかること。そのために、現在進めている核燃料の

「全量再処理」政策を一旦停止し、改めて核燃料サイクルに関する国民的議論を起こす

こと。 

 

2. 巨費がつぎ込まれている六ヶ所再処理工場など核燃料サイクルのコスト全体の想定を

明らかにすること。 

 



3. 第 7次エネルギー基本計画では、「使用済 MOX燃料の再処理については、国際連携によ

る実証研究を含め、2030 年代後半を目途に技術を確立」としている。技術確立のない

まま、大量に使用済み MOX 燃料を生み出すことは、扱いにくい核のゴミを将来世代に

残すことになるので直ちにプルサーマル計画は中止すること。また、第二再処理工場の

明確な計画がないなかで、電気料金に「第二再処理工場」の費用の上乗せはやめること。 

 

4. 六ヶ所再処理工場は、1993年の建設からすでに 30年以上が経過し、いまだ完成してい

ない。多くの費用とともに機器の劣化が危惧される。一方、第 7次エネルギー基本計画

では「中間貯蔵施設等に貯蔵された使用済燃料は六ヶ所再処理工場へ搬出するという

方針」を示している。すなわち時限を切らずに六ヶ所再処理工場を運転し続ける想定で

ある。交換不可能な機器の劣化などに関して、どのように安全を担保しようとしている

のか考えを明らかにすること。特にレッドセル内の機器に対しては、どのように対処す

るのか。 

 

5. プルトニウムをこれ以上増やさないことを国際公約としているが、事業者の示すプル

トニウム利用計画は遅延を続けている。計画の実現可能性をどのように検証している

のか。 

 

6. 核燃料サイクルについて、公開討論会の開催を要求する。 


